
第77回定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

連結計算書類の連結注記表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

日本精機株式会社

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきまして

は、法令及び定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載すること

により株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結計算書類の作成基準

連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、「ＩＦＲＳ」とい

う。）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、ＩＦＲＳで求めら

れる開示事項の一部を省略しております。

2. 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 32社

主要な連結子会社の名称 エヌエスアドバンテック(株)、NSウエスト(株)、(株)NS・コンピュータ

サービス、日精サービス(株)、(株)ホンダ四輪販売長岡、新潟マツダ自

動車(株)、(株)マツダモビリティ新潟、(株)カーステーション新潟、ユ

ーケーエヌ・エス・アイ社、ニッポンセイキヨーロッパ社、ニッポンセ

イキポーランド社、ニューサバイナインダストリーズ社、エヌ・エス・

インターナショナル社、ニッポンセイキ・デ・メヒコ社、ニッポンセイ

キ・ド・ブラジル社、エヌエスサンパウロ・コンポーネント・オートモ

ーティブ社、タイ-ニッポンセイキ社、タイ マット エヌエス社、ニッポ

ンセイキ・コンシューマ・プロダクツ（タイ）社、インドネシア ニッポ

ンセイキ社、ベトナム・ニッポンセイキ社、ダナンニッポンセイキ社、

エヌエス インスツルメンツ インディア社、香港日本精機有限公司、東

莞日精電子有限公司、上海日精儀器有限公司、日精儀器武漢有限公司、

日精儀器科技(上海)有限公司、台湾日精儀器股份有限公司、日精工程塑

料(南通)有限公司

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

国内の連結子会社及び一部を除く海外の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま

す。なお、一部の海外連結子会社は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。

4. 会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①金融資産

(ⅰ)当初認識及び測定

当社グループは、金融資産について、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、その他の包

括利益を通じて公正価値で測定される金融資産及び償却原価で測定される金融資産に分類しておりま

す。この分類は、当初認識時に決定しております。

すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類される場合を除き、公

正価値に取引費用を加算した金額で当初測定しております。
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金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定される金融資産に分類しており

ます。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基

づいて資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・フ

ローが特定の日に生じる。

償却原価で測定される金融資産に分類されなかった金融資産のうち、当初認識時に公正価値の事後

的な変動をその他の包括利益で表示することを選択した、売買目的保有ではない資本性金融商品につ

いてはその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類し、それ以外の金融資産につ

いては純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類しております。

(ⅱ)事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

償却原価で測定される金融資産については、実効金利法による償却原価で測定しております。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産とその他の包括利益を通じて公正価値で測定される

金融資産については、当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はそれぞれ純損益、その他の包括

利益として認識しております。その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産については、

その他の包括利益で計上した額が純損益に振り替えられることはありません。ただし、その他の包括

利益を通じて公正価値で測定される金融資産からの配当金については、その配当金が投資元本の払戻

しであることが明らかな場合を除き、純損益として認識しております。

なお、その他の包括利益で計上したその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の公

正価値の変動額については連結財政状態計算書の「その他の資本の構成要素」に計上しており、当該

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の認識を中止した場合には利益剰余金に直

接振り替えております。

(ⅲ)金融資産の減損

償却原価で測定される金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しております。

当社グループでは、金融資産にかかる信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうか

を報告期間の末日ごとに評価し、著しく増加していない場合には12ヵ月の予想信用損失に等しい金額

を、信用リスクが当初認識時点から著しく増加している場合には全期間の予想信用損失に等しい金額

を、貸倒引当金として認識しております。

なお、重要な金融要素を含んでいない営業債権及びその他の営業債権は常に、全期間の予想信用損

失に等しい金額を貸倒引当金として認識しております。

また、過去に減損損失を認識した金融資産について、当初減損損失を認識した後に発生した事象に

より減損損失の金額が減少した場合には、過去に認識した減損損失を戻入れ、純損益として認識して

おります。
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(ⅳ)金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する場合、又は

当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合にのみ金融資産

の認識を中止しております。

②棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。取得原価は、原

則として総平均法に基づいて算定しております。また、正味実現可能価額は、通常の事業過程における

予想売価から、完成までに要する見積原価及び販売に要する見積費用を控除した額であります。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定して

おります。

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用及び原状回復費用等が含まれております。

土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上

しております。

主な見積耐用年数は次のとおりであります。

・建物及び構築物 ２～50年

・機械装置及び運搬具 ２～15年

・工具、器具及び備品 ２～25年

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて改定して

おります。

②無形資産

(ⅰ)ソフトウエア

内部利用のソフトウエアは、当初認識時に取得原価で測定しております。準備段階において発生し

た内部及び外部費用は発生時の費用とし、開発段階において発生した内部及び外部費用を無形資産に

計上しております。導入後に発生するメンテナンス等の費用は発生時の費用としております。

償却費は、見積耐用年数（主に５年）にわたり定額法で計上しております。見積耐用年数及び償却

方法は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて変更しております。

(ⅱ)開発費

新しい科学的又は技術的知識を得ることを目的とする研究開発活動に対する支出は、発生時に費用

計上しております。
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開発活動による支出については、以下の条件を満たす場合に無形資産として資産計上しております。

・開発を完成させることが技術的に実現可能である

・開発した無形資産を、使用又は売却する意図がある

・開発した無形資産を、使用又は売却する能力がある

・開発した無形資産により、将来経済的便益を得られる可能性が高い

・無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要な経営資源を有している

・開発費を信頼性をもって測定できる

償却費は、見積耐用年数（５年）にわたり定額法で計上しております。見積耐用年数及び償却方法

は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて変更しております。

(ⅲ)特許権

特許権は、当初認識時に取得原価で測定しております。

償却費は、見積耐用年数（11年）にわたり定額法で計上しております。見積耐用年数及び償却方法

は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて変更しております。

③リース

（借手側）

リース取引におけるリース負債は、リース開始日におけるリース料総額の未決済分の割引現在価値

として測定を行っております。使用権資産については、リース負債の当初測定額に当初直接コスト等

を調整して測定を行っております。使用権資産は、リース期間又は経済的耐用年数のいずれか短い期

間で規則的に償却しております。

リース料は、リース負債残高に対して一定の利子率となるように、金融費用とリース負債残高の返

済部分とに配分しております。金融費用は連結損益計算書上、使用権資産に係る減価償却と区分して

表示しております。

契約がリースであるか否か、又は契約にリースが含まれているか否かについては、法的にはリース

の形態をとらないものであっても、契約の実質に基づき判断しております。

なお、リース期間が12ヶ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースについて、当該リ

ースに関連したリース料を、リース期間にわたり定額法により費用として認識しております。

（貸手側）

貸手としてのリース取引で重要なものはありません。

(3)重要な引当金の計上基準

引当金は、過去の事象の結果として、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決済する

ために経済的便益を有する資源の流出を生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見

積りが可能な場合に認識しております。引当金は、時間的価値の影響が重要な場合には、見積将来キャ

ッシュ・フローを貨幣の時間的価値に対する現在の市場評価とその負債に特有のリスクを反映した税引

前割引率を用いて現在価値に割り引いております。

主な引当金の計上方法は次のとおりであります。

製品補償損失引当金

顧客に納入した製品に対し発生したクレームに係わる費用に備えるため、今後発生が見込まれる補償

費等について合理的に見積もられる額を計上しております。
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(4)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①従業員給付

(ⅰ)退職後給付

当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を有しております。

当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用を、予測単位積増方式を

用いて算定しております。

確定給付制度債務の現在価値の計算に用いる割引率は、給付支払の見積時期を反映させ、原則とし

て報告期間の末日時点における優良社債の市場利回りに基づき算定しております。

確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控

除し算定しております。また、勤務費用と確定給付債務（資産）の純額に係る利息純額は、発生した

会計期間において純損益として認識しております。確定給付制度の給付債務及び制度資産の再測定に

よる債務の増減をその他の包括利益で認識し、累積額は直ちに利益剰余金に振り替えております。

(ⅱ)短期従業員給付

短期従業員給付は、従業員により労働が提供された時点で、当該労働の対価として支払うと見込ま

れる額を純損益として認識しております。

賞与は、従業員から過去に提供された労働の対価として支払うべき現在の法的又は推定的債務を負

っており、かつ信頼性をもって金額を見積ることができる場合に、負債として認識しております。

②収益

当社グループは、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当金等並びにIFRS第16号「リース」に

基づく賃貸収入等を除き、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引金額を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

当社グループは「車載部品事業」、「民生部品事業」、「樹脂コンパウンド事業」、「ディスプレイ事業」

並びに「自動車販売事業」を主な事業としており、製品の製造販売及び自動車の販売等を行っておりま

す。製品の販売については、製品を顧客に引渡した時点で、顧客が当該製品に対する支配を獲得するこ

とから、履行義務が充足されると判断し、当該製品の引渡し時点で収益を認識しております。また、自

動車の販売等につきましても、引渡し時点で収益を認識しております。収益は、顧客との契約において

約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除した金額で測定しております。
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③外貨換算

(ⅰ)外貨建取引

当社グループの各企業は、その企業が営業活動を行う主たる経済環境の通貨として、それぞれ独自

の機能通貨を定めており、各企業の取引はその機能通貨により測定しております。

各企業が個別財務諸表を作成する際、その企業の機能通貨以外の通貨での取引の換算については、

取引日の為替レート、又は取引日の為替レートに近似するレートを使用しております。

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで換算しております。

換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。

(ⅱ)在外営業活動体の財務諸表

在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用については期中平均

為替レートを用いて日本円に換算しております。ただし、当該平均為替レートが取引日における為替

レートの累積的影響の合理的な概算値といえない場合には、取引日の為替レートで換算しております。

在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。

在外営業活動体について、支配の喪失をした場合には、その他の包括利益として認識された在外営業

活動体の換算差額の累計額を処分した期間に純損益として認識しております。

(会計上の見積りに関する注記)

固定資産の減損

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 152百万円 有形固定資産、のれん及び無形資産 21,376百万円（減損実施前金額）

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

減損損失に係る算出方法につきましては、資産又は資金生成単位の回収可能価額が、帳簿価額を下回っ

ている場合は、当該資産又は資金生成単位の帳簿価額を回収可能価額まで切り下げ、当該切り下げ額を純

損益として認識しております。

当社グループのうち、当社の「車載部品事業」、「全社資産」及び「ディスプレイ事業」等に係る有形固

定資産及びのれんを除く無形資産の合計額21,376百万円について、事業環境の変化に伴い収益性が低下し

たことにより減損の兆候があると判断しております。

このうち、「車載部品事業」及び「全社資産」の有形固定資産等21,181百万円において、当該資金生成単

位から得られる回収可能価額である使用価値がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識し

ておりません。

また、「ディスプレイ事業」等の有形固定資産等194百万円（減損実施前金額）において、当該資金生成

単位から得られる回収可能価額である売却費用控除後の公正価値がその帳簿価額を下回ったことから、帳

簿価額を回収可能価額まで切り下げ、減損損失152百万円を認識しております。

②会計上の見積りに用いた主要な仮定

当連結会計年度において、「車載部品事業」等に係る資金生成単位によって生じる使用価値の算定におけ

る、主要な資産の残存耐用年数にわたる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会にて承認された経

営計画に基づき行っております。
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経営計画に含まれる見積りに用いた主要な仮定は、高騰している運搬費及び電子部品価格の正常化や半導

体部品ひっ迫による顧客減産の解消時期になります。将来の運搬費及び電子部品価格の正常化や半導体部品

ひっ迫による顧客減産の解消時期については、顧客から入手した情報を基に過去の実績等を勘案し、設定し

ております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

見積りに用いた主要な仮定である将来の運搬費及び電子部品価格の正常化や半導体部品ひっ迫による顧客

減産の解消時期は、市場となる国や地域の景気悪化や新型コロナウイルス感染症の長期化等の影響を受ける

恐れがあるなど、不確実な経済条件の変動等により、回収可能価額の見積りに重要な影響を及ぼす可能性が

あります。

(連結財政状態計算書に関する注記)

1. 資産から直接控除した貸倒引当金 82百万円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

建物4百万円、土地153百万円を取引保証の担保に差入れております。

3. 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 138,633百万円

(連結持分変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 60,907,599株 － － 60,907,599株

2. 剰余金の配当に関する事項

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年５月18日
取締役会

普通株式 1,206百万円 20.0円 2021年３月31日 2021年６月25日

2021年10月29日
取締役会

普通株式 1,206百万円 20.0円 2021年９月30日 2021年12月８日

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2022年５月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,206百万円 20.0円 2022年３月31日 2022年６月28日

3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間が到来していないものを除

く）の目的となる株式の数

普通株式 68,586株
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入

による方針であります。また、デリバティブは、外貨建ての営業債権債務の為替変動リスクを回避する

ために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品のリスク

①信用リスク

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リ

スクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としております。

②流動性リスク

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びリース債務は主に

設備投資に係る資金調達であります。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループは、各社が月次に資金繰計画

を作成するなどの方法により管理しております。

③市場リスク

上場株式等の資本性金融商品は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であります。

2. 金融商品の公正価値等に関する事項

長期借入金（１年内返済予定を含む）を除く償却原価で測定される金融商品については、短期間で決済

されるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっていることから以下の表には含めておりませ

ん。

また、経常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値は帳簿価額と一致することから以下

の表には含めておりません。

帳簿価額 公正価値

長期借入金 19,083 百万円 19,074 百万円

(収益認識に関する注記)

1. 収益の分解

分解した収益とセグメント収益の関連

当社グループは「車載部品事業」、「民生部品事業」、「樹脂コンパウンド事業」、「ディスプレイ事業」並

びに「自動車販売事業」を主な事業としており、製品の製造販売及び自動車の販売等を行っております。

製品の販売については、製品を顧客に引渡した時点で、顧客が当該製品に対する支配を獲得することか

ら、履行義務が充足されると判断し、当該製品の引渡し時点で収益を認識しております。
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また、履行義務の充足時点である製品の引渡し後、概ね３ヶ月以内に支払いを受けております。自動車

の販売等につきましても、引渡し時点で収益を認識しております。また、概ね履行義務の充足時点にて対

価の支払いを受けております。収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及

び返品などを控除した金額で測定しております。

所在地別の売上収益とセグメント売上収益の関連は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

車載部品
事業

民生部品
事業

樹脂コンパウ
ンド事業

ディスプレイ
事業

自動車
販売事業

その他 合計

日 本 43,118 7,996 5,768 1,489 22,427 7,689 88,490

米 州 52,546 － － － － － 52,546

欧 州 17,396 － － － － － 17,396

アジア 57,757 4,448 2,857 124 － － 65,188

合計 170,818 12,444 8,626 1,614 22,427 7,689 223,621

2. 契約残高

当社グループの契約残高は、顧客との契約から生じた債権（受取手形及び売掛金）のみであります。

3. 残存履行義務に配分する取引価格

当社グループにおいては、個別の契約期間が１年を超える重要な取引はありません。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

4. 顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産

当社グループにおいては、資産として認識しなければならない、契約を獲得するための増分コスト、及び

履行にかかるコストはありません。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり親会社所有者帰属持分 3,087円64銭

2. 基本的１株当たり当期損失 85円88銭

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(追加情報に関する注記)

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が翌連結会計年度以降も一定程度継続しながらも徐々に

回復していくという仮定のもとに、現時点で把握できる最善の方法により、繰延税金資産の回収可能性等の会

計上の見積りを行っております。新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合や国際情勢を含む外部環

境の状況によっては、翌連結会計年度の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

2022年06月01日 09時38分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 10 ―

個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…… 時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

市 場 価 格 の な い 株 式 等…… 主として移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

計器類の製品・仕掛品………… 総平均法

その他の製品・仕掛品………… 個別法

原材料…………………………… 総平均法

貯蔵品…………………………… 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……………………… 定額法

（リース資産を除く）

無形固定資産……………………… 定額法

なお、特許権の償却年数は11年、ソフトウエア（自社利用分）の償却年

数は５年（社内における利用可能期間）であります。

（リース資産を除く）

リ ー ス 資 産……………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

長期前払費用……………………… 定額法

3. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により

計上し、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金…… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

役 員 賞 与 引 当 金…… 役員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

製品補償損失引当金…… 顧客に納入した製品に対し発生したクレームに係わる費用に備えるため、今後

発生が見込まれる補償費等について合理的に見積もられる金額を計上しており

ます。
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退 職 給 付 引 当 金…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しております。

4. 収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとし

ております。

(会計方針の変更に関する注記)

1.「収益認識に関する会計基準等の適用」

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）（以下「収益認識会計基準等」という。）を当

事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当社は、「車載部品事業」「民生部品事業」等を主な事業としており、製品の製造及び販売を行っておりま

す。このような製品販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することか

ら、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、製品の

国内の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、

出荷時点で収益を認識しております。また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リ

ベート及び返品等を控除した金額で測定しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第

86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額

を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

なお、当社の計算書類に与える重要な影響はありません。
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2.「時価の算定に関する会計基準等の適用」

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日）（以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。

なお、当社の計算書類に与える影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)

1. 固定資産の減損

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 160百万円 有形固定資産及び無形固定資産 20,141百万円（減損実施前金額）

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

固定資産の減損会計につきましては、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位によって資産

のグルーピングを行っております。収益性が著しく低下した資産グループにつきましては、固定資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。

当事業年度において、「車載部品事業」、「共用資産」及び「ディスプレイ事業」等に係る有形固定資産等

20,141百万円について、事業環境の変化に伴い収益性が低下したことにより減損の兆候があると判断してお

ります。

このうち、「車載部品事業」及び「共用資産」の有形固定資産等19,946百万円に係る減損損失の認識の判

定において、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っ

ていたことから、減損損失を認識しておりません。

また、「ディスプレイ事業」等の有形固定資産等194百万円（減損実施前金額）に係る減損損失の認識の判

定において、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を下回っ

たことから、帳簿価額を回収可能価額である正味売却価額まで切り下げ、減損損失160百万円を認識してお

ります。

②会計上の見積りに用いた主要な仮定

当事業年度において、「車載部品事業」等に係る資産グループによって生じる、主要な資産の経済的残存

使用年数にわたる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会にて承認された経営計画に基づき行ってお

ります。

経営計画に含まれる見積りに用いた主要な仮定は、高騰している運搬費及び電子部品価格の正常化や半導

体部品ひっ迫による顧客減産の解消時期になります。将来の運搬費及び電子部品価格の正常化や半導体部品

ひっ迫による顧客減産の解消時期については、顧客から入手した情報を基に過去の実績等を勘案し、設定し

ております。
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③翌事業年度の計算書類に与える影響

見積りに用いた主要な仮定である将来の運搬費及び電子部品価格の正常化や半導体部品ひっ迫による顧客

減産の解消時期は、市場となる国や地域の景気悪化や新型コロナウイルス感染症の長期化等の影響を受ける

恐れがあるなど、不確実な経済条件の変動等により、回収可能価額の見積りに重要な影響を及ぼす可能性が

あります。

2. 繰延税金資産の回収の可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債(純額) 250百万円 繰延税金資産(繰延税金負債との相殺前) 1,908百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

繰延税金資産に係る算出方法につきましては、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち将来その

使用対象となる課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で認識しております。また、回収可能性につきま

しては、将来の収益力に基づく課税所得の見積り及びタックス・プランニングに基づき判断しております。

②会計上の見積りに用いた主要な仮定

当事業年度において、課税所得の見積りは、取締役会にて承認された経営計画に基づき行っております。

経営計画に含まれる見積りに用いた主要な仮定は、高騰している運搬費及び電子部品価格の正常化や半導

体部品ひっ迫による顧客減産の解消時期になります。将来の運搬費及び電子部品価格の正常化や半導体部品

ひっ迫による顧客減産の解消時期については、顧客から入手した情報を基に過去の実績等を勘案し、設定し

ております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

見積りに用いた主要な仮定である将来の運搬費及び電子部品価格の正常化や半導体部品ひっ迫による顧客

減産の解消時期は、市場となる国や地域の景気悪化や新型コロナウイルス感染症の長期化等の影響を受ける

恐れがあるなど、不確実な経済条件の変動等により、回収可能価額の見積りに重要な影響を及ぼす可能性が

あります。

(貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産

建物4百万円、土地153百万円を取引保証の担保に差入れております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,881百万円

3. 保証債務

下記の会社の金融機関等からの借入債務及び商取引に対し、保証を行っております。

新潟マツダ自動車(株) 562百万円

(株)ＮＳ・コンピュータサービス 0百万円

計 562百万円
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4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 51,908百万円

長期金銭債権 365百万円

短期金銭債務 32,676百万円

5. 国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額

建物 31百万円

機械及び装置 123百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 6百万円

計 161百万円

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

売上高 74,564百万円

営業費用 29,313百万円

営業取引以外の取引高 4,339百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 601,907株 64株 17,920株 584,051株

増加数の主な内訳は次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 64株

減少数の主な内訳は次のとおりであります。

新株予約権の行使による減少 17,800株

単元未満株式の買増請求による減少 120株
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 1,108 百万円
有価証券評価損 1,829 百万円
賞与引当金 262 百万円
退職給付引当金 410 百万円
減損損失 279 百万円
減価償却超過額 355 百万円
ソフトウエア開発費 4,037 百万円
製品補償損失引当金 155 百万円
貸倒引当金 1,113 百万円
繰越欠損金 2,276 百万円
その他 430 百万円
繰延税金資産小計 12,259 百万円
評価性引当額 △10,350 百万円
繰延税金資産合計 1,908 百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △2,159 百万円
繰延税金負債合計 △2,159 百万円
繰延税金負債の純額（△） △250 百万円
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社及び関連会社等

属性
会社等の

名称

議決権の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

エヌエスアドバ

ンテック(株)

所有

直接 100.0％

製品及び部品

の購入、

資金の貸付、

役員の兼任

製品及び部品

の購入

(注2)

8,732百万円 買掛金 2,452百万円

NSウエスト(株) 所有

直接 100.0％

製品の購入、

製品の販売、

資金の借入、

役員の兼任

利息の支払

(注1)

1百万円 短期借入金 2,504百万円

ユーケーエヌ・

エス･アイ社

所有

直接 100.0％

製品の販売、

資金の貸付、

役員の兼任

製品の販売

(注2)

利息の受取

(注1)

6,036百万円

38百万円

売掛金

短期貸付金

2,608百万円

5,503百万円

ニッポンセイキ

ヨーロッパ社

所有

直接 100.0％

製品の販売、

資金の借入、

役員の兼任

製品の販売

(注2)

利息の支払

(注1)

8,812百万円

8百万円

売掛金

短期借入金

5,122百万円

4,519百万円

エヌ・エス・イ

ンターナショナ

ル社

所有

直接 100.0％

製品の販売、

資金の借入、

役員の兼任

製品の販売

(注2)

利息の支払

(注1)

4,724百万円

38百万円

売掛金

短期借入金

82百万円

14,389百万円

ニューサバイナ

インダストリー

ズ社

所有

間接 100.0％

製品の販売、

製品の購入、

資金の貸付

製品の販売

(注2)

8,765百万円 売掛金 6,042百万円

ニ ッ ポ ン セ イ

キ・デ・メヒコ

社

所有

直接 0.4％

間接 99.6％

製品の販売、

資金の貸付

製品の販売

(注2)

利息の受取

(注1)

5,060百万円

11百万円

売掛金

短期貸付金

2,798百万円

4,191百万円

エヌエス イン

ス ツ ル メ ン ツ

インディア社

所有

直接 99.0％

間接 1.0％

製品の販売、

資金の貸付

製品の販売

(注2)

3,870百万円 売掛金 2,477百万円

ジェイエヌエス

インスツルメン

ツ

所有

直接 49.0％

製品の販売 製品の販売

(注2)

4,610百万円 売掛金 5,719百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1）資金の貸付及び借入は、日本精機株式会社がグループ各社に提供するキャッシュ・マネジメント・シ

ステムによるものであり、資金が日々移動するため、取引金額は記載せずに、期末残高を記載してお

ります。また金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(注2）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上決定しており

ます。
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(収益認識に関する注記)

「連結注記表（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たりの純資産額 1,330円49銭

2. １株当たりの当期純損失 71円88銭

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(追加情報に関する注記)

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響が翌事業年度以降も一定程度継続しながらも徐々に回復していく

という仮定のもとに、現時点で把握できる最善の方法により、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積り

を行っております。新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合や国際情勢を含む外部環境の状況によ

っては、翌事業年度の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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